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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
総括研究報告書 

 
生活習慣病予防のための運動を阻害する要因としてのロコモティブシンドロームの評価と対策に

関する研究  
 

研究代表者  中村 耕三  国立障害者リハビリテーションセンター 総長 
研究要旨 

生活習慣病予防のための身体活動・運動を阻害する身体的要因として、運動器の痛みや機能低下
は広く認識されている。こうした運動器の要素に対し、評価と対策を行うことが必要であるが必
ずしもその体制は整っていない。本研究ではメタボリックシンドロームの特定健診・保健指導の
中に腰痛・膝痛に代表される運動器の障害の視点を導入した。ロコモティブシンドロームは運動
器の状態を統合的にとらえる概念として、近年提唱されており、本研究ではその概念整理を行う
とともに基準値設定に向けたデータ収集と解析を行った。それと同時に糖脂質代謝疾患と運動器
の健康度との関連性を明らかにすることを試みている。研究３年目の２６年度は人間ドック、介
護認定の現場からロコモの程度と生活状態の関連性を明らかにした。その結果コホート調査の継
続を行い、メタボとロコモの関連性についてのデータを得ることができた。その結果ロコモ度テ
ストは要介護のリスクを評価するうえで妥当な尺度であることが示唆された。また、ロコモとメ
タボの関連性からは肥満と運動器の障害が疼痛を軸に密接に関連していることが明らかとなっ
た。これまでの結果とあわせ、移動機能の低下に向かう悪循環を生じうることが示唆された。 
 本研究により、ロコモの客観・定量的な評価法確率に向かっての準備が整うとともに、運動器
とメタボの双方を包括的に評価することが、移動機能の維持には必要であることが明らかとなっ
た。健康寿命の延伸に向けて今後の健康政策に向けての方向性が示されたと考える。 

 

（国立障害者リハビリテーションセンター 運動
機能系障害研究部長） 
 
Ａ．研究目的 

生活習慣病予防のための身体活動・運動を阻
害する要因として、社会的要因と身体的要因
があげられる。社会的要因としては、低収入、
長い就労時間、社会支援の欠如などがあげら
れている。一方、身体的要因としては運動器

の痛みや機能低下が関係すると言われてい
る。国民生活基礎調査では、腰や手足の痛み
を訴える者が、長年上位を占め、有訴者数の
みならず受診者数も年々増加している（平成
22年国民生活基礎調査・世帯員の健康状況）。
これらの運動器の問題は、近年では運動器症
候群：ロコモティブシンドローム（ロコモ）
と定義され、社会生活機能、自立度、生活の
質の低下の要因であることが疫学研究で示
されている。一方で、この運動器の問題は体
重が重く足腰に負担がかかる肥満者におい
て好発し、肥満者の減量や糖尿病患者の血糖
コントロールのための身体活動・運動習慣を
阻害する要因としても注目される。我々が実
施した1年間の減量のための介入研究では、
研究からの脱落を引き起こすほど深刻な事
故や運動器の問題は発生しなかったが、238
名の肥満者のうち17％が軽微な足腰の痛み
や不調を訴えた（宮地元彦ほか, Prog Med, 
2010）。 

 平成20年度から始まった特定健診・保健指
導において、メタボリックシンドロームに焦
点を当てた生活習慣病の重症化予防対策が
進められているが、膝や腰の痛み、筋力や関
節機能低下などのロコモが、保健指導の参加
や継続にどの程度関係するかについては十
分に明らかになっていない。また、ロコモに
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該当する者あるいは保健指導の
器の問題が起こった者に対し、どのような対
策を取り、運動支援を提供するべきかに関す
るエビデンスは十分と言えない。また、ロコ
モの一次予防のための身体活動のあり方に
ついてもほとんどエビデンスがない。
 そこで、本研究では特定保健指導のフィー
ルドならびに既存の疫学コホートを活用し、
生活習慣病予防のための身体活動・運動の実
施と運動器の痛みの発現や緩和に関するデ
ータを収集すると同時に、生活習慣病予防を
阻害する要因としてのロコモに対する具体
的な対策の確立
 
Ｂ．研究方法

研究計画の最終年度は

① ロコモ度テストと生活機能との関連性に
ついて横断調査

② コホートデータの収集と解析によるロコ
モとメタボの関連解析

の２点を重点的に進めた。
 
（倫理面への配慮）
フィールドにおける調査においては、医療施
設が対象となる場合は該当施設の、その他施
設外の場合は実施者の所属施設の倫理審査
委員会の許可を得て実施した。
 
Ｃ．研究結果
参照） 

①ロコモ度テストと生活機能との関連性に
ついて横断調査

ロコモの評価尺度として設定したロコモ度
テストについて、その値が介護度や機能的自

該当する者あるいは保健指導の
器の問題が起こった者に対し、どのような対
策を取り、運動支援を提供するべきかに関す
るエビデンスは十分と言えない。また、ロコ
モの一次予防のための身体活動のあり方に
ついてもほとんどエビデンスがない。
そこで、本研究では特定保健指導のフィー

ルドならびに既存の疫学コホートを活用し、
生活習慣病予防のための身体活動・運動の実
施と運動器の痛みの発現や緩和に関するデ
ータを収集すると同時に、生活習慣病予防を
阻害する要因としてのロコモに対する具体
的な対策の確立を目的とする。

Ｂ．研究方法 

研究計画の最終年度は

ロコモ度テストと生活機能との関連性に
ついて横断調査

コホートデータの収集と解析によるロコ
モとメタボの関連解析

の２点を重点的に進めた。

（倫理面への配慮）
フィールドにおける調査においては、医療施
設が対象となる場合は該当施設の、その他施
設外の場合は実施者の所属施設の倫理審査
委員会の許可を得て実施した。

Ｃ．研究結果 （個別の詳細は各分担報告を
 

ロコモ度テストと生活機能との関連性に
ついて横断調査 

ロコモの評価尺度として設定したロコモ度
テストについて、その値が介護度や機能的自

該当する者あるいは保健指導の
器の問題が起こった者に対し、どのような対
策を取り、運動支援を提供するべきかに関す
るエビデンスは十分と言えない。また、ロコ
モの一次予防のための身体活動のあり方に
ついてもほとんどエビデンスがない。
そこで、本研究では特定保健指導のフィー

ルドならびに既存の疫学コホートを活用し、
生活習慣病予防のための身体活動・運動の実
施と運動器の痛みの発現や緩和に関するデ
ータを収集すると同時に、生活習慣病予防を
阻害する要因としてのロコモに対する具体

を目的とする。

研究計画の最終年度は 

ロコモ度テストと生活機能との関連性に
ついて横断調査 

コホートデータの収集と解析によるロコ
モとメタボの関連解析 

の２点を重点的に進めた。 

（倫理面への配慮） 
フィールドにおける調査においては、医療施
設が対象となる場合は該当施設の、その他施
設外の場合は実施者の所属施設の倫理審査
委員会の許可を得て実施した。

（個別の詳細は各分担報告を

ロコモ度テストと生活機能との関連性に

ロコモの評価尺度として設定したロコモ度
テストについて、その値が介護度や機能的自

該当する者あるいは保健指導の途中で運動
器の問題が起こった者に対し、どのような対
策を取り、運動支援を提供するべきかに関す
るエビデンスは十分と言えない。また、ロコ
モの一次予防のための身体活動のあり方に
ついてもほとんどエビデンスがない。 
そこで、本研究では特定保健指導のフィー

ルドならびに既存の疫学コホートを活用し、
生活習慣病予防のための身体活動・運動の実
施と運動器の痛みの発現や緩和に関するデ
ータを収集すると同時に、生活習慣病予防を
阻害する要因としてのロコモに対する具体

を目的とする。 

ロコモ度テストと生活機能との関連性に

コホートデータの収集と解析によるロコ

フィールドにおける調査においては、医療施
設が対象となる場合は該当施設の、その他施
設外の場合は実施者の所属施設の倫理審査
委員会の許可を得て実施した。 

（個別の詳細は各分担報告を

ロコモ度テストと生活機能との関連性に

ロコモの評価尺度として設定したロコモ度
テストについて、その値が介護度や機能的自

途中で運動
器の問題が起こった者に対し、どのような対
策を取り、運動支援を提供するべきかに関す
るエビデンスは十分と言えない。また、ロコ
モの一次予防のための身体活動のあり方に

そこで、本研究では特定保健指導のフィー
ルドならびに既存の疫学コホートを活用し、
生活習慣病予防のための身体活動・運動の実
施と運動器の痛みの発現や緩和に関するデ
ータを収集すると同時に、生活習慣病予防を
阻害する要因としてのロコモに対する具体

ロコモ度テストと生活機能との関連性に

コホートデータの収集と解析によるロコ

フィールドにおける調査においては、医療施
設が対象となる場合は該当施設の、その他施
設外の場合は実施者の所属施設の倫理審査

（個別の詳細は各分担報告を

ロコモ度テストと生活機能との関連性に

ロコモの評価尺度として設定したロコモ度
テストについて、その値が介護度や機能的自

立度を反映することを確認する臨床データ
が新たに得られた。
 
る境界領域にある高齢者では歩行機能と立
ち上がり機能が低下しており、その程度はそ
れぞれ
りテストで両足
れることが示された。運動器の状態評価には
機能テストに加えて、自覚的症状の要素を加
味する必要がある。ロコモ度テストに含まれ
るロコモ
評価するよう位
結果からは要介護リスクを判別する値とし
てすでに報告されている
が、実際の要介護現場のデータからも妥当で
あることが示された。
 
②コホートデータの収集と解析によるロコ

②
コホート調査において痛みをエンドポイン
トとした検討を実施した。
分担研究者の宮地からは、運動習慣のない人
に活動量計を提供することで身体活動の増
加が得られ、さらにその群における腰痛の発
生リスクが運動習慣のある人と同等程度ま
で軽減したことを見出し
身体活動・運動の不足が手足や腰の痛みの独
立した危険因子であることが示された。
また、国立健康・栄養研究所の大規模無作為
割付介入研究により、厚労省が身体活動基準
20013
日
たものは痛みの発症リスクが約
することが示唆された。
 

立度を反映することを確認する臨床データ
が新たに得られた。
 分担研究者の村永からは、要介護に移行す
る境界領域にある高齢者では歩行機能と立
ち上がり機能が低下しており、その程度はそ
れぞれ 2 ステップテスト
りテストで両足
れることが示された。運動器の状態評価には
機能テストに加えて、自覚的症状の要素を加
味する必要がある。ロコモ度テストに含まれ
るロコモ 25
評価するよう位
結果からは要介護リスクを判別する値とし
てすでに報告されている
が、実際の要介護現場のデータからも妥当で
あることが示された。
 
②コホートデータの収集と解析によるロコ
モとメタボの関連解析

②-1 活動度が痛みに及ぼす影響について、
コホート調査において痛みをエンドポイン
トとした検討を実施した。
分担研究者の宮地からは、運動習慣のない人
に活動量計を提供することで身体活動の増
加が得られ、さらにその群における腰痛の発
生リスクが運動習慣のある人と同等程度ま
で軽減したことを見出し
身体活動・運動の不足が手足や腰の痛みの独
立した危険因子であることが示された。
また、国立健康・栄養研究所の大規模無作為
割付介入研究により、厚労省が身体活動基準
20013 で推奨する週あたり
日 60 分）の身体活動量を満たす介入を受け
たものは痛みの発症リスクが約
することが示唆された。
 

立度を反映することを確認する臨床データ
が新たに得られた。 
分担研究者の村永からは、要介護に移行す

る境界領域にある高齢者では歩行機能と立
ち上がり機能が低下しており、その程度はそ

ステップテスト
りテストで両足 20cm 立ち上がり不可で示さ
れることが示された。運動器の状態評価には
機能テストに加えて、自覚的症状の要素を加
味する必要がある。ロコモ度テストに含まれ

25 自記式評価法はこの自覚症状を
評価するよう位置づけられており、村永らの
結果からは要介護リスクを判別する値とし
てすでに報告されている
が、実際の要介護現場のデータからも妥当で
あることが示された。 

②コホートデータの収集と解析によるロコ
モとメタボの関連解析 

活動度が痛みに及ぼす影響について、
コホート調査において痛みをエンドポイン
トとした検討を実施した。
分担研究者の宮地からは、運動習慣のない人
に活動量計を提供することで身体活動の増
加が得られ、さらにその群における腰痛の発
生リスクが運動習慣のある人と同等程度ま
で軽減したことを見出し
身体活動・運動の不足が手足や腰の痛みの独
立した危険因子であることが示された。
また、国立健康・栄養研究所の大規模無作為
割付介入研究により、厚労省が身体活動基準

で推奨する週あたり
分）の身体活動量を満たす介入を受け

たものは痛みの発症リスクが約
することが示唆された。

立度を反映することを確認する臨床データ

分担研究者の村永からは、要介護に移行す
る境界領域にある高齢者では歩行機能と立
ち上がり機能が低下しており、その程度はそ

ステップテスト 1.1 未満、立ち上が
立ち上がり不可で示さ

れることが示された。運動器の状態評価には
機能テストに加えて、自覚的症状の要素を加
味する必要がある。ロコモ度テストに含まれ

自記式評価法はこの自覚症状を
置づけられており、村永らの

結果からは要介護リスクを判別する値とし
てすでに報告されている 16 点という基準値
が、実際の要介護現場のデータからも妥当で

②コホートデータの収集と解析によるロコ
 

活動度が痛みに及ぼす影響について、
コホート調査において痛みをエンドポイン
トとした検討を実施した。 
分担研究者の宮地からは、運動習慣のない人
に活動量計を提供することで身体活動の増
加が得られ、さらにその群における腰痛の発
生リスクが運動習慣のある人と同等程度ま
で軽減したことを見出した。このことから、
身体活動・運動の不足が手足や腰の痛みの独
立した危険因子であることが示された。
また、国立健康・栄養研究所の大規模無作為
割付介入研究により、厚労省が身体活動基準

で推奨する週あたり 23 メッツ・時（
分）の身体活動量を満たす介入を受け

たものは痛みの発症リスクが約 50％に低下
することが示唆された。 

立度を反映することを確認する臨床データ
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身体活動量の基準値週 23 メッツ・時達成を目的とした 
身体活動介入が腰痛有訴に及ぼす影響 

 

研究代表者 宮地元彦 独）国立健康・栄養研究所 健康増進研究部 
研究協力者 川上諒子 独）国立健康・栄養研究所 健康増進研究部 

研究協力者 村上晴香 独）国立健康・栄養研究所 健康増進研究部 
 

＜目的＞本研究は、「健康づくりのための身体活動基準 2013」における身体活動量
の基準値 23 メッツ時/週の達成を目的とした 1 年間の身体活動介入が腰痛有訴に及
ぼす影響について検証することを目的とした。 
＜研究方法＞30 歳から 64 歳までの健康な男女を対象に、形態計測、体組成、疾患
罹患状況、愁訴を測定した。また、3 次元加速度計を用いて身体活動量を測定した。
ベースラインの身体活動量を基に、基準値である 23 メッツ・時/週を満たしている
場合を活動群、満たしていない場合を非活動群とした。さらに、非活動群は無作為
に 2 群に分けられ、1 年間の身体活動・運動指導を受ける人（身体活動介入群）、
受けない人（非活動対照群）に割り付けられた。対象者は、ベースラインにおいて
腰痛経験のない参加者であり、最低1年以上にわたり追跡測定が終了した者とした。
観察期間における各群の腰痛有訴について比較し、運動基準 23 メッツ・時/週を達
成することで腰痛を予防することが可能かについて検討を行った。 
＜結果＞ベースライン測定が終了した者は 985 名（活動群 345 名、非活動対照群
237 名、身体活動介入群 239 名、除外群 164 名）であった。このうち、ベースライ
ンにおいて腰痛経験がなく、最低 1 年以上観察が終了した者は 526 名であった。平
均 2.3 年間（1～4 年）の観察期間において腰痛有訴者数は 73 名であった。縦断的
分析の結果、3 群における身体活動量の 1 年間の変化には有意な交互作用が認めら
れ（p<0.01）、身体活動介入群においてのみ 1 年後に有意な増加が認められた
（p<0.05）。非活動対照群を基準とした場合、身体活動介入群における腰痛有訴の
調整ハザード比は 0.50（95%CI:0.27-0.93）となり、身体活動介入により腰痛有訴
を 50%程度抑制できる可能性が示唆された。 
＜結論＞週 23 メッツ・時の身体活動量の基準値を達成させる介入により、腰痛リ
スクを抑制できる可能性が示唆された。 

 

A．研究目的 
健康日本 21（第 2 次）において、生

活習慣病でだけでなく運動器の機能低下
を予防する観点が盛り込まれ、高齢者の
手足の痛みや腰痛有訴者の割合を減らす
ことを数値目標に設定している。そこで
本研究では、身体活動基準 2013 で示さ
れた身体活動量週 23 メッツ・時の妥当
性を検証することを目的に、エンドポイ
ントを腰痛の有訴において検討すること
を目的とした。なお、本研究は、平成 19

年から開始した厚生労働科学研究（高橋
班、平成 19-22 年）による大規模介入研
究を継続的に実施したものである。 
 
B．研究方法 
本研究の被験者は、30 歳から 64 歳ま

での健康な男女である。ベースラインに
おいて腰痛経験がなく、最低 1 年以上観
察が終了している者を対象とした。測定
項目は、疾患罹患状況、愁訴、形態計測、
体組成であった。また、3 次元加速度計
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を用いて身体活動量を測定した。 
ベースライン測定における身体活動量

に基づいて、運動基準に定められた身体
活動量の基準値である 23 メッツ・時/週、
およびそれに相当する歩数 10,000 歩/日
をともに満たしている場合を活動群、満
たしていない場合を非活動群とした。さ
らに、非活動群は無作為に 2 群に分けら
れ、1 年間の身体活動・運動指導を受け
る人（身体活動介入群）、受けない人（非
活動対照群）に割り付けられた。１年間
の身体活動介入のプログラムは、身体活
動基準 2013 で示された身体活動量に相
当する 1 日 10,000 歩、週 23 メッツ・時
の達成を目標として遂行され、2～3 ヵ月
に 1 度、計 5 回、1 回あたり 40-60 分間
の面接指導が行われた。指導は、行動変
容理論に基づき、歩数や行動等において
目標設定を行い、日常生活において実践
させるというものであった。すべての結
果は、平均値±標準偏差で表し、3 群の
平均値の比較には1元配置の分散分析を
行った。3 群の平均値の縦断的変化の比
較には、intention-to-treat（ITT）分析

を適応し、2 元配置分散分析を行った。
多 重 比 較 検 定 に は Student 
-Newman-Keuls 法を用いた。さらに、3
群の腰痛有訴の相対危険度を算出するた
めに比例ハザードモデルを用いた。 
 
C. 研究結果 
平成 24 年 1 月 31 日時点において、ベ

ースライン測定を終了した者は 985 名
（活動群 345 名、非活動対照群 237 名、
身体活動介入群 239 名、除外群 164 名）
であった。このうち、ベースラインにお
いて腰痛経験がなく、最低 1 年以上観察
が終了した者は 526 名であった。平均観
察期間は 2.3 年間（1～4 年）であり、腰
痛有訴者数は 73 名であった。 
 
1）被験者特性 
活動群、非活動対照群、身体活動介入

群における身体特性を表１に示した。3
群で比較すると、体脂肪率において有意
な差が認められ、非活動対照群および身
体活動介入群において、活動群と比較し
て低い値を示した（p<0.01）。

 
 

 

 
 
 

表1　3群における被験者特性
活動群 非活動対照群 身体活動介入群 p 値

（n=228） （n=136） （n=162）
男/女 79/149 43/93 48/114 0.568
年齢（歳） 49±10 48±10 19±9 0.328
身長（cm） 161.2±8.6 161.9±8.5 161.5±8.2 0.757
体重（kg） 58.4±10.3 58.8±9.5 59.6±10.5 0.561
BMI 22.3±2.8 22.3±2.6 22.7±3.3 0.336
体脂肪率（%） 24.5±6.7 26.2±6.0 26.8±6.9 0.002
除脂肪体重（kg） 42.6±8.7 41.8±8.0 41.8±8.1 0.601
身体活動量（EX/週） 38.2±15.5 19.1±7.2 18.6±7.4 <0.001
歩数（歩/日） 13538±3438 8625±2246 8774±2079 <0.001
*:<0.05 vs 活動群 

* *
* *

* *

表2　3群における身体活動量・歩数の変化
活動群 非活動対照群 身体活動介入群 交互作用

（n=228） （n=136） （n=162） p 値
身体活動量（EX/週） ベースライン 38.2±15.5 19.1±7.2 18.6±7.4

1年後 36.1±18.5 21.7±10.2 24.5±12.1

歩数（歩/日） ベースライン 13538±3438 8625±2246 8774±2079
1年後 12502±3641 8957±2460 9506±2576

*:<0.05 vs ベースライン

<0.001

<0.001

*

*
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活動群における身体活動量は週 38.2±
15.5 メッツ・時であり、非活動対照群お
よび身体活動介入群よりも有意に高い値
であった（p<0.01）。歩数においても、
非活動対照群、身体活動介入群と比較し
て、活動群で有意に高い値が認められた
（p<0.01）。 
 
2）1 年間の介入効果に関する縦断的分析 

1 年間の身体活動量、歩数の変化を表
2 に示した。3 群における身体活動量の
変化には有意な交互作用が認められ
（p<0.01）、身体活動介入群においての
み1年後に有意な増加を示した（p<0.05）。
また歩数についても、交互作用が認めら
れたが（p<0.01）、活動群において有意
な低下が認められたのみだった
（p<0.05）。 
 
3）群別にみた腰痛有訴の相対危険度 
群別にみた腰痛有訴の調整ハザード比

を表 3 に示した。非活動対照群を基準と
した場合、身体活動介入群における腰痛
有 訴 の 調 整 ハ ザ ー ド 比 は 0.50
（95%CI:0.27-0.93）となり、1 年間の身
体活動介入により腰痛有訴を抑制できる
ことが示唆された。活動群における調整
ハザード比は 0.63（0.37-1.07）であり、
腰痛有訴に対する抑制傾向が示された
（p=0.08）。 

 
 

D．考察 
本研究は、「健康づくりのための身体活

動基準 2013」において示された身体活動
量の基準値である週 23 メッツ・時の達
成を目的とした1年間の身体活動介入が
腰痛有訴に及ぼす影響について検証した。 

1 年間の縦断的分析において、身体活 

動量の変化は、活動群、非活動対照群、
身体活動介入群において有意な交互作用
が認められ、身体活動介入群において有
意な増加を示した。この身体活動介入群
の増加は、週 18.6±7.4 メッツ・時から
週 24.5±12.1 メッツ・時であり、1 年間
の介入により基準値である週 23 メッ
ツ・時を平均的に達成することができた
と考えられる。 
 非活動対照群を基準とした際、身体活
動介入群の腰痛有訴の調整ハザード比は
0.50（95%CI:0.27-0.93）であった。こ
のことは、介入によって身体活動量の基
準値を達成することにより、腰痛のリス
クを 50%程度抑えることができること
を示唆している。身体活動量の基準は腰
痛有訴の抑制においても妥当な値である
ことが示唆された。身体活動不足は腰痛
や膝痛などの運動器の慢性傷害のリスク
ファクターである一方、過剰な肉体労働
やスポーツ活動も運動器傷害のリスクを
高めると言われている。身体活動基準
2013 で示された週 23 メッツ・時は身体
活動増加の運動器に対する痛みの発生な
どの副作用がない至適な水準であること
も同様に示唆された。 
 
E．結論 
「健康づくりのための身体活動基準

2013」で定められた週 23 メッツ・時の
身体活動量の基準を達成することを目的
とした介入により、1 年後の身体活動量
が有意に増加した。さらに、介入を受け
た者の腰痛有訴は、受けなかった者と比
較して 50％程度抑制できることが示唆
された。今後より長期的な追跡により、
腰痛有訴以外のアウトカムに及ぼす影響
についても検討したい。 
 

表3　群別にみた腰痛有訴のハザード比

n 腰痛有訴者数 ハザード比 95%信頼区間 p 値

非活動対照群 136 26 1.00

身体活動介入群 162 16 0.50 （0.27-0.93） 0.028

活動群 228 31 0.63 （0.37-1.07） 0.086

年齢と除脂肪体重で調整
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F.健康危険情報 
 問題なし。 
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医学: 31(1): 18-24, 2014. 

２） 澤田亨、村上晴香、川上諒子、宮
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３） 宮地元彦、村上晴香: 健康づくり
のための身体活動指針（アクティブ
ガイド）の概要, 臨床スポーツ医学: 
31(1): 56-59, 2014 

４） 宮地元彦:特集「新しい身体活動基
準・アクティブガイドをめぐって」
次期改定に向けての課題と必要な
エビデンス、臨床スポーツ医学: 
31(1): 74-77, 2014 

 
2. 学会発表 
宮地元彦: シンポジウム１：職場におけ
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
研究報告書 

 
人間ドック受診者におけるうつと血圧に関する縦断研究 

－佐久健康長寿プロジェクト－ 
 

研究分担者 出浦喜丈 佐久総合病院人間ドック科 

研究分担者 坂口志朗 佐久総合病院人間ドック科 

研究代表者 宮地元彦 独）国立健康・栄養研究所 健康増進研究部 

研究協力者 大森由実 (独)国立精神・神経医療研究センター社会精神保健研究部 
 

【目的】本研究では、うつとメタボリックシンドロームおよび各因子の関連を縦断
的に検討した。【方法】対象者は、長野県佐久総合病院人間ドック受診者で参加の
同意が得られた 30-74 歳のうち、2009 年～2012 年までの調査期間中に 2 回以上ド
ックを受診した男性 2066 名、女性 1438 名である。調査項目は、ドックの基本的
な受診項目に加え、うつの尺度として SDS(Self-rating Depression Scale)を調査
し、点数で 3 分位(うつ低群、中群、高群)に分類した。メタボは診断基準により腹
囲、血糖値、血圧、脂質の基準で分類し、追跡期間中の該当有無を観察した。解析
には Cox 比例ハザードモデルを使用し、メタボと各因子の発症の相対危険度を求め
た。解析は男女別に行い、交絡因子として、年齢、BMI、喫煙・飲酒・運動習慣を
調整した。また、うつ傾向が高くなるほど発症リスクが高くなるかを検討するため、
線形トレンド検定を行った。【結果】うつ低群を基準として、他の群の相対危険度
および 95%信頼区間を求めた。その結果、女性ではメタボ血圧基準において、うつ
低群に対する調整ハザード比は、うつ中群で 1.43(0.79－2.59)、うつ高群は
1.78(1.03－3.08)であり、うつ高群は有意に高かった。トレンド検定においても有
意差が認められ(p=0.035)、うつが高いほどメタボ血圧基準発症リスクが高かった。
そのほかの項目には男女ともに関連は見られなかった。【結論】本研究の結果、女
性において、うつはメタボのリスクファクターの中で、血圧基準発症の予測因子で
ある可能性が示唆された。 

 

A．研究目的 
これまでに、循環器疾患・生活習慣病

の発症要因として、環境ストレス、抑う
つなどの心理ストレスが関係していると
言われており、メタボリックシンドロー
ム（メタボ）は抑うつ症状を伴う頻度が
高く、メタボの因子が多いほど抑うつの
頻度が高いという研究結果が示されてい
る。また、生活習慣病患者の指導で効果
の得られない群では抑うつ度が高いとい
う研究もある。これらの知見はメタボ改
善を阻害する要因として、抑うつなどの
心理的な問題が関連すること、メタボ対
策を実施する特定保健指導の現場では、
対象者の心理状態を良好にすることがメ

タボ改善への効果的なアプローチに繋が
ると考えられる。 

しかしながら、本邦における抑うつと
メタボとの関係を検討した前向き疫学研
究はほとんどない。そこで本研究では、
うつとメタボリックシンドロームおよび
各因子の関連を縦断的に検討した。 
 
B．研究方法 
 対象者は、長野県佐久総合病院人間ド
ック受診者で参加の同意が得られ、ベー
スラインにおける調査を受けた30-74歳
のうち、2009 年～2012 年までの調査期
間中にベースライン調査以降さらに１回
以上ドックを受診した男性 2066 名、女
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D．考察 
 本研究の追跡年数は 1.5 年と短く、メ
タボの発症率も女性 1.7％/年、男性 6.7％
/年と低いため、より長期の観察が必要で
ある。一方で高血圧基準の該当率は女性
で 10.4％/年、男性で 10.6％/年と高かっ
たため、短い観察期間でも SDS スコア
との関係が示された。これらの結果は、
うつなどのメンタル要因がメタボの予防
を阻害する要因となりうることを示唆し
ており、保健指導の現場で運動器の問題
とともに注意が必要であると思われる。 
本研究は今後さらに解析を進め、うつ

傾向の高い女性への循環器疾患罹患予防
に関連する要因の検討が必要であると考
える。 
 
 
E．結論 
本研究の結果、女性において、うつは

メタボのリスクファクターの中で、血圧
基準発症の予測因子である可能性が示唆
された。 
 
F.健康危険情報 
 問題なし。 
 
G.研究発表 

1. 論文発表 
 なし 
 
2. 学会発表 
① 宮地元彦: 人間ドック受診者にお

けるうつと血圧に関する縦断研究
－佐久健康長寿プロジェクト－: 
第 71 回日本循環器心身医学会総
会: 2014.11.22: 北海道大学学術交
流会館 

 
3. 著書 
 なし 
 
H. 知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 
 なし 
２．実用新案登録 
 なし 

３．その他
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

生活習慣病予防のための運動を阻害する要因としてのロコモティブシンドロームの評価と対策 

に関する研究 

健常高齢者と要介護群におけるロコモ度テストの比較 

 

研究分担者  村永 信吾 亀田メディカルセンター 

研究要旨 
 メタボリックシンドローム対策の認識が広まると同時に、メタボと関連して変化して

いく運動器「ロコモ」の状態を連動させながら捉えていく必要が生じている。ロコモを

評価する尺度としてすでにロコモ度テストが提案されており、今後その活用方法が議論

されていく段階となっている。本研究ではロコモ度テストを利用する上での基準値設定

を念頭に、人間ドックを利用した 40 歳から 89 歳の生活自立群（健常高齢者)1469 名と、

要支援・要介護認定を受けた群 49 名のそれぞれにおいてロコモ度テストを実施・解析を

行った。 
立ち上がりテストの片脚立ち施行は壮年期からの変化を捉える点において有効と考え

られた。また 2 ステップテストは健常高齢者と要介護者との間で明確な差が見られ、介

護予防のラインを設定する上での利便性が高いと考えられた。ロコモ 25 質問票は自覚症

状を反映しており、身体機能である 2 ステップテストよりも早期に低下が顕在化する傾

向が見られた。質問票であるため自己チェックや郵送調査も可能であるのが特徴と考え

られた。 
ロコモ度テストは相互に一定の相関があるものの、それぞれが運動器の「立ち上がり」

「水平移動」「自覚症状」といった異なる面を捉えており、この 3 つのテストをロコモの

評価として利用する事は妥当であると考えられた。今後、具体的な臨床判断値の設定に

より、ロコモ度テストの運用方法が明確となれば壮年層に対する運動器維持の啓発と、

高齢者層に対する介護予防の働きかけが効率よく実施可能となることが見込まれる。 

 

A.  研究目的 

 メタボリックシンドロームの認識が国民の意識

に根付くようになるとともに、壮年期世代を中心

に食事と運動習慣の改善によるメタボ対策の重要

度も増している。一方で高齢者を中心に介護予防

の観点から運動器の健康維持への関心も高まって

おり、こちらはロコモティブシンドロームとして

とらえられている。 

 メタボリックシンドロームとロコモティブシン

ドロームはそれぞれ異なる観点から確立した病態

概念であるが、多くのケースで両者は一人の生活

の中に共在しており、また悪化する場合も両者が

関連しあうことが想定される。すなわち、メタボ

によって体重増加が進むと膝・腰といった運動器

への負担がまし、変形性関節症といった痛みを生

じるようになる。こうした痛みによって活動度が

低下するとメタボの状態もさらに悪化し、さらな

る体重増加を生む。こうした悪純化の結果として

運動器としては移動能力の低下、メタボとしては

動脈硬化の進行によって多種の疾患を誘発するこ
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とにつながる。 

 したがって、この両者の予防もまた連動させて

行う必要がある。そのためには個人のメタボ度と

ロコモ度をそれぞれ評価しながら適切な生活指導

が行われることが期待される。 

 本班研究の成果の一環として、2013 年にロコモ

の指標としてロコモ度テストが提唱された。これ

は「立ち上がりテスト」「2 ステップテスト」「ロ

コモ25質問票」の3つから構成されるテストで、

壮年期から後期高齢者まで幅広い世代において、

天井効果や床効果を呈することなく、運動器の状

態を表現しうるものとして位置づけられる。「立ち

上がりテスト」は垂直方向の、「2 ステップテスト」

は水平方向の移動機能をそれぞれ反映しており、

また「ロコモ 25 質問票」は疼痛症状や運動器の

障害による生活活動制限といった自覚的な側面を

捉えており、この 3 つのテストを施行することで

運動器の状態を的確にとらえることが可能となる。 

 現時点で、ロコモ度テストの運用については、

その基準値は明確に示されておらず、年齢別の標

準値が報告されている状態である。今後、介護予

防の積極的な働きかけを実施すべきハイリスクグ

ループを同定する基準値や、壮年期世代に運動器

の健康維持を啓発するための基準値の設定が期待

されている。  

 本研究では分担研究者の医療施設を利用する健

常高齢者や介護保険利用者に対し、ロコモ度テス

トを用いた横断調査を実施し、ロコモ度テストの

値が持つ意義について検討を行った。 

 

B. 研究方法 

調査の概要 

 調査は亀田メディカルセンターの人間ドック、

ロコモ講演会に参加する20歳から70歳代の男女

に対して行った。調査項目は 25 項目からなるロ

コモ 25 質問票、2 ステップテスト、立ち上がりテ

ストの測定を行った。 

 

C. 結果 

 データ収集の対象者の背景を下図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健常群では60歳代を中心に1469名からのデータ

が得られているのが特徴である。一方要介護群は

平均年齢 82.6 歳で標準的な介護保険利用者層と

一致する年齢分布を示していた。 

 ロコモ度テストのデータについては、健常群と

要介護群は年齢分布が異なるため、それぞれ別個

のグラフとして提示する。 

まず、図 1 では 2 ステップテストの結果を健常

群、要介護群それぞれについて提示する。2 ステ

ップテストの結果は壮年期世代においても年齢に

伴い低下傾向を示していることが分かる。また、

要介護群では、要支援1の群でもっとも値が高く、

 

対象群 介護度 性別 人数年齢（歳）　（ＳＤ） 範囲(Y)
女 33 45.8 2.5 41-49
男 88 44.7 2.6 40-49
女 118 55.9 2.8 50-59
男 259 55.6 3.0 50-59
女 237 64.0 2.7 60-69
男 458 64.0 2.7 60-69
女 64 73.4 2.9 70-79
男 185 73.1 2.5 70-79
女 8 82.0 2.7 80-87
男 19 81.8 1.7 80-89

ドック群 集計 1469 62.2 8.5 40-89
女 9 81.0 6.3 66-89
男 2 83.0 0.0 83-88
女 5 82.2 6.8 69-83
男 2 82.5 0.5 82-83
女 16 83.9 3.0 79-89
男 3 75.3 7.0 66-83
女 5 86.2 2.2 83-88
男 7 82.6 1.8 79-85

要介護群 集計 49 82.6 5.0 66-89
総計 1518 62.8 9.1 40-89

健常群

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳代

要介護1

要介護2

要支援1

要支援2
要介護群
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者の同定、といった識別を実施できる可

能性が示唆された。今後、具体的な臨床

判断値の設定と、その妥当性の評価が期

待される。 

 

F．研究発表 

1. 論文発表 

・村永信吾：簡便な筋力と歩行能力のセ

ルフチェック法 第 2 巻第 1 号 p34-42 

理学療法magazine 2015 

2. 学会発表 

・村永信吾・他：2 ステップ値を用いた

健常群と要介護認定群における移動能力

の比較：日本運動器科学会学会 2014 

G．財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得   該当なし 

2. 実用新案登録 該当なし 
その他    該当なし
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厚生労働科学研究費補助金（研究事業） 
分担研究報告書 

 

生活習慣病予防のための運動を阻害する要因としてのロコモ－ティブシンドロームの評価

と対策に関する研究 

腰痛を層化するツールの作成 

 

研究分担者 松平浩 東京大学医学部附属病院 22 世紀医療センター 運動器疼痛メディ

カルリサーチ＆マネジメント講座 

 

研究要旨 

腰痛は、本邦においても世界的にみても最もポピュラーな愁訴であり、かつ社会的損失

も大きい問題であるとともに,運動や活動を阻害するロコモの代表的愁訴でもあるが、近年、

腰痛を漠然と単一疾患として扱うのではなく、層化（サブグループ化）してより適切な治

療を提供する機運が世界的に高まっている。腰痛遷延化の危険因子に簡潔ながら十分配慮

した層化システムとして世界標準になりつつあるものに、the subgrouping for targeted 

treatment (STarT) back scoring system がある。このシステムでは、STarT Back スクリ

ーニングツールという全 9 問の簡便な質問票を用いて低、中、高リスクの 3 グループに層

化を行う。我々は、言語妥当性と計量心理学的妥当性が担保された STarT Back の正式日本

語版を作成した。StarT Back スクリーニングの結果に則り層化したケアは、治療成績に加

え、医療経済的損失も抑制された実績が世界的に認められていることから、わが国でもこ

のツールの使用を定着させることにより、プライマリケアにおける効果的な治療戦略構築

への寄与のみならず、特定健康診査・特定保健指導の現場でも、その利用・普及が期待で

きる。 
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A． 研究の目的 

筋骨格系疾患（疼痛）は、世界の住民

の生活上の支障もたらす主要な要因であ

る。中でもWHO（世界保健機関）を含む7

つの世界主要機関が主導した世界疾病負

担研究（Global Burden of Disease Study，

2010）からの報告では、289 の疾患や傷

病のうち腰痛が Years Lived with 

Disability (YLDs)のトップにランクさ

れている。一方、厚生労働省が公表する

「国民生活基礎踏査」「業務上疾病発生状

況等調査」によると、腰痛は国民の愁訴

としても仕事（作業）が原因で4日以上

の休業を要した疾病としても、長年に渡

りトップにランクされている。近年推進

された我が国の慢性疼痛に関する複数の

疫学調査においても、部位別ではいずれ

も腰痛が第一位である。つまり、腰痛は、

我が国においても世界的にみても最もポ

ピュラーな愁訴であり、かつ社会的損失

も大きい問題であるとともに,運動や活

動を阻害するロコモの代表的愁訴でもあ

る。 

このような状況下、腰痛を漠然と単一

疾患として扱うのではなく、層化（サブ

グループ化）してより適切な治療を提供

する機運が世界的に高まっている。層化

されたケアに関する研究は、最近10年の

腰痛研究において、‘Holy Grail（聖杯）’

とも称されが、腰痛遷延化の危険因子に

簡潔ながら十分配慮した層化システムと

して世界標準になりつつあるものに、the 

subgrouping for targeted treatment 

(STarT) back scoring system がある。

このシステムでは、STarT back スクリー

ニングツールという全9問の簡便な質問

票を用いて低、中、高リスクの3グルー

プに層化を行う。初期の段階からから、

この層化に基づいた適切な介入をするほ

うが、医療経済学的評価も含め有益であ

ることが2011年にLancet 誌に公表され

た。近年、世界で急速に普及しているが、

本邦では未確立であったため、STarT 

Back スクリーニングツールの妥当性が

担保された日本語版を作成することを目

的とした。 

 

B. 研究方法 

ステップ1：言語妥当性の検討 

日本語版質問票の開発に先立ち、まず

は原作者からの許可を得た。その後、言

語的に妥当な翻訳版を作成する際に標準

的に用いられている手順に従って開発を

進めた。具体的には日本語を母国語とす

る2名の翻訳者がまとめた日本語翻訳案

を専門医が監修（順翻訳）、これを、英語

を母国語とする翻訳者が英語に翻訳し

（逆翻訳）、その内容について、専門医お

よび英語のネイティブスピーカーを交え

た検討を加えて日本語暫定版を作成した。 

この後に日本語暫定版の文章表現や質

問内容の妥当性を検討するため、個別面

談方式によるパイロットテストを実施し

た。 

ステップ2：計量心理学的妥当性の検討 

調査は、某インターネット調査会社の

パネルを使用して実施した。スクリーニ

ング調査に回答した約 5 万名のうち、直

近4週間に腰痛を経験した回答者を対象

に 2 次調査を実施し、2,000 名の回答結

果を集積した時点で回答を締め切った。

2 次調査の調査票には、腰痛の状況に関



 

26 
 

する質問群のほか、STarT Back暫定版に

加え、痛みの程度を評価するための

Numerical Rating Scale（NRS）、腰痛

に伴う日常生活の障害度を評価できる疾

患 特 異 的 指 標 Roland ‐ Morris  

Disability Questionnaire(RDQ)、腰痛に

関する恐怖回避思考の評価法として世界

標 準 の Fear-Avoidance Belief 

Questionnaire 身体活動サブスケール

（FABQ-PA）、運動に対する恐怖回避行

動の評価法として代表的な Tampa 

Scale for Kinesiophobia（TSK）、痛みへ

の破局的思考の評価法として世界標準で

あ る Pain Catastrophizing  Scale

（PCS）、包括的な健康関連 Quality of 

life（QOL）の価値づけ尺度としてグロ

ーバルにも代表的な  EuroQol 5 

Dimension（EQ-5D）、不安・うつ状態

の自記式評価として世界的に汎用されて

いる Hospital Anxietyand Depression 

Scale(HADS)、 以上の妥当性が担保さ

れた正式な日本語版を使用した。 

信頼性の指標である内的整合性は、ク

ロンバックα係数で評価した。併存的妥

当性は、外的基準として加えた上記尺度

との関連を Spearman の相関係数で評

価した。既知集団妥当性（known-group 

validity）は、身体化症状の数 (Brief 

Symptom inventory-somatization 7 設

問のうち、中等度以上の回答が、なし、

1 つ、2 つ以上）で STarT Back のスコ

アに異なる傾向があるか、また STarT 

Back のリスク（低リスク、中リスク、

高リスク）群で、腰痛による仕事や家事

の欠勤日数に異なる傾向があるか検討し

た。 

（倫理面への配慮） 

実施に際し、独立行政法人労働者健康

福祉機構関東労災病院の医学倫理審査会

での承認を得た。調査への参加は完全な

任意であり、調査参加者の個人情報は一

切収集しなかった。 

 

C. 結果 

ステップ1：言語妥当性の検討 

日本語暫定版の作成に関し、方法に示

した手順で型どおり行った。逆翻訳の結

果に関し、原作者からも特に問題ないと

の回答を得た。日本語暫定版の文章表現

や質問内容の妥当性を検討するために、

日本語を母国語とする腰痛既往歴のある

成人男女5名を対象にパイロットテスト

を行った。 暫定版StarT Backスクリー

ニングツールに関し、5 名中 4 名はすべ

ての質問内容を理解しており、回答にも

問題を認めなかった。1 名が、腰以外の

痛みに関する質問において限定的な解釈

をしていたが、回答自体はできており、

問題ないと判断した。全体としては、文

章表現に問題はなく、分かりやすく回答

しやすい質問票であるとの意見であった。

以上の結果から、STarT Backの日本語暫

定版を確定した 

ステップ2：計量心理学的妥当性の検討 

直近 4 週以内に腰痛を経験した 2,000

名の平均年齢はメタボ世代である48歳、

54%が男性であった。STarT Back によ

るリスク分類の分布は低リスクが77.9%、

中リスクが 14.7%、高リスクが 7.5%で

あった。内的整合性はクロンバックα係

数が 0.748 であり、問題ない値であった。

併存的妥当性は、外的基準(Pain NRS、
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RDQ、FABQ-PA、TSK、PCS、 EQ-5D、

HADS)との相関係数が 0.34～0.59 と中

程度から強い相関を示した。既知集団妥

当性は、身体化が多くなるほど STarT 

Back のスコアが有意に悪化する傾向を

認めた（p<0.0001）。また、STarT Back

で層別したリスクが高い程、腰痛による

欠勤日数が有意に増加する傾向が認めら

れた（p<0.0001）。以上の結果より、計

量心理学的も妥当と判断し、暫定版を正

式日本語版として確定した。 

 

D. 考察 

腰痛を層化するスクリーニングツール

として、現在、世界的に最も注目されて

いる STarT Back スクリーニングツール

が本邦でも使用できるようにするために

言語性および計量心理学的妥当性が担保

された日本語翻訳版を作成した。StarT 

Back スクリーニングの結果に則り層化

したケアは、治療成績に加え、医療経済

的損失も抑制された実績が世界的に認め

られていることから、わが国でもこのツ

ールの使用を定着させることにより、プ

ライマリケアにおける効果的な治療戦略

構築への寄与のみならず、特定健康診

査・特定保健指導の現場でも、その利用・

普及が期待できる。 

我々は、STarT Back スクリーニングシ

ステムにおける低～中リスク群を想定し

た現場で用いやすい腰痛対策のパンフレ

ットを作成したが、現在、そのアプリ版

も作成中であり、生活習慣病予防のため

の運動を阻害する要因としての腰痛対策

の確立を目指す予定である。 

E. 研究発表 

１．論文発表 
1. Matsudaira K, Hiroe M, Kikkawa M, 
Suzuki M, Isomura T, Oka H, Hiroe K, 
Hiroe K. Can standing back extension 
exercise improve or prevent low back 
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Manip Ther, 2015 (DOI: 
http://dx.doi.org/10.1179/2042618614Y.
0000000100) 
2. Hasegawa T, Katsuhira J, 
Matsudaira K, Iwakiri K, Maruyama 
H. Biomechanical Analysis of Low 
Back Load when Sneezing. Gait 
Posture 40: 670-675, 2014 
3. Matsudaira K, Konishi H, Miyoshi 
K, Isomura T, Inuzuka K. Potential 
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the Fear-Avoidance Beliefs 
Questionnaire (FABQ). J Orthop Sci 
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Prevalence of low back pain as the 
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２．学会発表 
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F. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

該当なし。 

２．実用新案登録 

該当なし。 

３．その他 

該当なし。 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

生活習慣病予防のための運動を阻害する要因としてのロコモティブシンドロームの 

評価と対策に関する研究 

研究分担者 樋口 満 

研究要旨 
生活習慣病予防のための身体活動・運動を阻害する要因として、運動器の痛みや機能低下、
いわゆるロコモティブシンドローム（ロコモ）が関係すると言われている。本年度は、ロ
コモの重要なリスク因子である内蔵脂肪型肥満に及ぼす食事パターンの影響を検討した。
本年度の調査研究により、日本人中高齢男性における 3 つの主要な食事パターンを同定し、
野菜、果物、海藻、きのこ、いも類を多く含む副菜重視型の食事パターンが、総エネルギ
ー摂取量や三大栄養素の摂取量、心肺体力とは独立して内蔵脂肪型肥満と関連する可能性
が示唆された。 
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A. 研究目的 
 本研究の目的は、健康づくりのための
身体活動・運動を阻害する要因を明らか
にし、その対策を確立することにより、
次期健康づくりプランならびに新しい特
定保健指導における身体活動・運動支援
のあり方について新しい提案をすること
である。本年度はロコモの重要なリスク
因子である内臓脂肪型肥満に対する食時
パターンの影響を検討した。 
B. 研究方法 
【被験者】 
 対象は 40-64 歳の中年者 128 名（年齢
中央値：57 歳）、65-79 歳の高齢者 101
名（年齢中央値：69 歳）とした。 
【内臓脂肪型肥満の評価】 
 MRI 法により腹部横断画像を撮像し、
内臓脂肪面積を求めた。内臓脂肪面積が
100cm2以上の者を、内臓脂肪型肥満と
した。 
【食事調査】 
 栄養摂取状況はBDHQ（簡易型自記式
食事歴法質問票：brief-type 
self-administered diet history 
questionnaire）を用いて評価した。栄養
素および食品の摂取量の評価には栄養密
度法（1,000kcal 当たり摂取量）を用い
た。 
【最大酸素摂取量の測定】 
 自転車エルゴメーター用い、漸増負荷
法により最大酸素摂取量を測定した。 
【統計処理】 
＜主成分分析による食事パターン＞ 
 BDHQから得られた52 の食品および
飲料の摂取量（g/1,000kcal/日）を変数と
した主成分分析から、食事パターンを 3
つ同定し、食事パターン別の成分負荷量
を求めた。食事パターンの微量栄養素の
摂取状態を評価するためにDRIs
（Dietary reference intakes：食事摂取
基準）スコアを作成し、各食事パターン
の主成分得点とDRIs スコアとの相関係
数を求めた。食事パターンの主成分得点
三分位と内臓脂肪面積との関連について
検討するために、内臓脂肪面積 100cm2

以上（内臓脂肪型肥満）を従属変数とし、

ロジスティック回帰分析によりオッズ比
（OR）および 95％信頼区間（CI）を算
出した。 
＜倫理面への配慮＞ 
 本研究は早稲田大学「人を対象とする
研究に関する倫理委員会」、早稲田大学ス
ポーツ科学学術院「人を対象とする研究
に関する倫理委員会」の承認を得た後、
被験者にはあらかじめ実験の目的と内容
を説明し、文書により同意を得た上で諸
検査を実施した。 
C. 研究結果 
 はじめに、主成分分析により中高齢者
における3つの主要な食事パターンを同
定した。第1食事パターンは野菜、果物、
海草、きのこ、いも類の値が高く、めし
の値が低いことから、“副菜重視型”、第
2 食事パターンはアルコールと魚の値が
高く、牛乳、パン、菓子類の値が低いこ
とから、“晩酌型”、第 3 食事パターンは
柑橘系の果物、乳製品、菓子類、及び漬
物（緑黄色野菜）の値が高く、肉類、ア
ルコールの値が低いことから、“食事＋間
食型”の食事パターンであった。 
 次に、食事パターンの主成分得点と
DRIs スコアとの関係を検討した結果、
第 1 食事パターンの主成分得点とDRIs
スコアとの間に有意な正の相関関係が認
められたが（r=0.782, p<0.001）、第 2・
第 3 食事パターンとDRIs スコアとの間
に有意な相関関係は認められなかった。 
 さらに、第 1 食事パターンの主成分得
点の三分位で対象者を低・中・高得点群
に分類し、内臓脂肪型肥満との関連を検
討した。年齢を調整変数としたロジステ
ィック回帰分析の結果、中年者において
は、第 1 食事パターンの主成分得点は内
臓脂肪型肥満と関連しなかったが、高齢
者においては、高得点群における内臓脂
肪型肥満の調整オッズ比は、低得点群に
対して有意に低かった（p=0.057、
OR=0.36、95%CI：0.13-1.00）。さらに、
総エネルギー摂取量、脂質エネルギー摂
取比率、アルコール摂取比率および最大
酸素摂取量による調整を加えても、調整
オッズ比は高得点群において有意に低か
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った（p=0.019、OR=0.24、95%CI：
0.06-0.92）。 
 
考察 
 本研究により、65 歳以上の高齢者にお
いては、エネルギー摂取量、脂質・アル
コール摂取比率などの三大栄養素の摂取
量とは独立して、主成分分析により同定
した食事パターンが内臓脂肪型肥満と関
連する可能性が示された。また、第 1 食
事パターンについてみると、心肺体力が
高齢者の低・中・高得点群の間に有意な
差はなく、高得点群に内臓脂肪型肥満者
の頻度が低いことから、高齢者において
は、食事と心肺体力の要因が独立して内
臓脂肪に関連している可能性があると考
えられた。第 1 食事パターンの主成分得
点は、微量栄養素の充足状況の指標であ
るDRIs スコアと強く関連していたこと
から、第 1 食事パターンの主成分得点が
高い、野菜、果物、海藻、きのこ、いも
類を多く含む、副菜重視の食事を摂り、
微量栄養素が充足することにより、内臓
脂肪型肥満が抑制される可能性がある。 
 
D. 結論 
 高齢男性において、野菜、果物、海藻、
きのこ、いも類を多く含む、副菜重視の
食事パターンが、エネルギー摂取量や三
大栄養素の摂取量、心肺体力とは独立し
て、内臓脂肪型肥満と関連する可能性が
示唆された。 
 
E. 健康危険情報 
該当しない 
F. 研究発表 
1.論文発表 
・ Sun X, Cao ZB, Tanisawa K, Ito T, 

Oshima S, Higuchi M. The relationship 
between serum 25-hydroxyvitamin D 
concentration, cardiorespiratory fitness, 
and insulin resistance in Japanese men. 
Nutrients, 2014, 7(1):91-102. 

・ Sun X, Cao ZB, Tanisawa K, Ito T, 
Oshima S, Ishimi Y, Tabata I, Higuchi M. 
Association of serum 25(OH)D 

concentration and lipid profiles in 
Japanese men. Journal of Atherosclerosis 
and Thrombosis, 2014 in press 

2.学会発表 
・伊藤 智子, 谷澤 薫平, 孫 暁敏, 樋
口 満. 高齢者における栄養状態と糖
代謝指標との関連 −身体活動量を考慮
した検討−. 日本体育学会第65回大会, 
2014 年 8 月 

・樋口 満. 高齢者の栄養と健康. 日本
体育学会第 65 回大会, キーノートレ
クチャー, 2014 年 8 月 
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